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　「同時同量」とは、安定したエネル

ギー供給の維持するために不可欠な

要素である。エネルギー供給におけ

る「同時同量」の重要性は、ガス分野

に先行して自由化した電力分野でた

びたび指摘されてきており、この言

葉に馴染みがある方も多いだろう。

　電力供給では、電力を経済的にか

つ大量に貯蔵することが難しいため、

常に発電（供給）と消費（需要）を一致

させる必要がある。揚水式発電所や

蓄電池といった代替手段はあるもの

の、前者は開発適地が限られ、後者

はコスト面での課題があるため、経

済的には電力貯蔵を志向するより

も、常に需給を一致させる取り組み

を行う方が合理的である。

　仮に同時同量が機能せず、供給が

需要を上回る事態になると周波数が

増加する。逆に、需要が増加して供

給力を大幅に上回ると、周波数は減

少する。いずれの場合も安定的な送

配電に必要とされる周波数帯を逸脱

し、停電という事態を招いてしまう

ことになる。

　改正前の電気事業法では、小売電

気事業者が電力の需給バランスに責

任を持ち、30分ごとに同時同量を図

る必要があった（実同時同量）。改正

後の電気事業法では、従来は小売電

気事業者が担っていた実同時同量の

義務を送配電部門が担うこととし、

小売電気事業者（＝需要側）、発電事

業者（＝供給側）がそれぞれ事前に立

案した供給計画/発電計画に対する

実際の供給実績/発電実績に対して

責任を負うことになった（計画値同時

同量）。

　ガス供給における同時同量も、同

様の考え方に則って検討されてきた。

現行のガス事業法における同時同量

は、小売ガス事業者が一般導管事業

者に託送供給を依頼するに当たり、

導管ネットワーク全体の安定供給を

確保するため、小売ガス事業者のガ

ス注入量とガス払出量（＝需要量）の

乖離率を、1時間当たり10％以内に

するというルールになっている（注：

年間ガス使⽤量が100m3未満の託送

供給においては、計測コストの負担

軽減のため、事前に想定された払出

計画値を実ガス払出量とみなすこと

ができる制度が導入されてきた＝簡

易版同時同量制度）。

　規定された乖離率を超えた場合、

小売ガス事業者は、託送供給約款に

基づき、⼀般ガス事業者もしくはガ

ス導管事業者からガス量の不足に対

する⼀時的な補填サービス（バック

アップ）や、ガス量の過剰に対する⼀

ガス事業における同時同量とインバランス
LNG基地、導管、ガス小売各事業者の協調が重要

エネルギー供給での
同時同量の意味

表1　通常の同時同量とプロファイリング方式、ロードカーブ方式の比較

通常の同時同量 プロファイリング託送方式 ロードカーブ託送方式

基本的な方式 自らの需要に応じて注入 ネットワークのロードカーブに
応じて注入

オペレーションの簡素化 「注入量（実績）」と
「払出量（実績）」の一致

「注入量（実績）」と
「払出量（計画）」の一致

「注入量（実績）」と
「注入量（計画）」の一致

貯蔵機能の公平利用 託送利用者は「払出量±10%の範囲内で利用 全小売事業者が公平利用

通信設備の費用負担 託送利用者の特定負担 通信設備は不要 通信設備は不要
（必要に応じて導管事業者が設置）

インバランス調整と
課金の公平性

一般ガス事業者（小売部門）が調整 全小売事業者が給ガス指令に協力

託送利用者へ課金 全小売事業者へ課金

出所：経済産業省資料をもとに日本総研作成
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時的な貯蔵サービス（パーキング）を

受けることになる。また、最終的にガ

スの注入量と払出量に差が生じた

場合には、過不足ガス（＝インバラ

ンス）に対する精算が必要となる。

改正ガス事業法における
同時同量制度をめぐる経緯
　ガス事業法の改正では、電気とガ

スの物理的な特性の違いを考慮し、

同時同量をどこまで厳格に適用する

かが議論されてきた。貯蔵が難しい

電力と比べてガスは貯蔵が容易で、

既存のガス事業者が導管の貯蔵機能

を活用できるのに対し、新規参入者

が1時間同時同量を厳守しなければ

ならないことなどが問題提起され、

「プロファイリング託送方式」、「ロー

ドカーブ託送方式」のメリット・デメ

リットが検討されてきた（表1）。

　プロファイリング託送方式は、従

来の同時同量で「注入量（実績）」と「払

出量（実績）」の一致が求められてき

たのに対し、「注入量（実績）」と「払出

量（計画）」の一致を求めるものであ

る。ガス小売事業者にとっては、プロ

ファイル手法により予め想定した自

社顧客の需要変動の想定値に応じて

ガス注入を行えばよいため、従来の

方式よりもオペレーションが容易で、

かつ通信設備などのコスト負担を削

減できるメリットがある。

　プロファイリング託送方式のデメ

リットは、導管が持つ貯蔵機能の公

平的な利用が可能ではない点にある。

そこで、新たにロードカーブ託送方式

が提案された。この方式では、導管事

業者がネットワーク全体のロードカー

ブ（ガス需要が時間とともにどのよう

に変動するかを示す曲線）を提示し、

全ての小売事業者に対して「ネット

ワークの圧力・流量の変動」を考慮し

て導管事業者が策定したロードカー

ブに応じてガス注入を行い、「注入量

（実績）」と「注入量（計画）」の一致を

求めるものである。最終的なネット

ワークの需給バランスは導管事業者

が管理し、必要に応じてガス小売事

業者に対して計画の修正などを指示

する。

　新たな託送方式についてはさまざ

まな意見が交わされたが、導管の持

つ貯蔵機能の公平利用や、既存事業

者・新規参入事業者の双方にとっての

公平性（イコール・フッティング）の確

保といった観点で優れるロードカー

ブ託送方式が採用される見通しだ。

アローワンスは厳格化の
方向へ
　新たな同時同量制度では、「アロー

ワンス（乖離率）に関する抜本的な見

直し」について議論が行われてきて

いる。具体的には、これまで±10％で

運用されてき同時同量のアローワン

スについて、一定の移行期間（猶予期

間）を設けつつも、最終的には±5％

と厳格化される見通しだ。新たな同

時同量制度では、計画値に対する同

時同量となるためオペレーションが

容易になることや、導管の持つ貯蔵

機能の有効利用などが可能になる点

を考慮した形である（表2）。

　安定的かつ効率的なエネルギー供

給を実現するうえで、同時同量は重

要な概念である。制度改正により、

LNG（液化天然ガス）基地事業者、導

管事業者、ガス小売事業者と事業者

の立場・役割が変化する中で、それ

ぞれが協調してエネルギーの安定供

給を図っていくことが重要である。

表2　新たな同時同量制度の考え方

現行の同時同量
新たな同時同量制度原則的な同時同量

（100万m3以上）
簡易同時同量

（100万m3未満）

基本的な方式 託送供給依頼者は、1時間単位の払出実績値
または払出計画値を目指してガスを注入

小売事業者は、導管事業者に対して翌日の払出計画を提出し、
これをもとに導管事業者が策定した1時間単位の注入計画値
を目指してガスを注入

同時同量の考え方 「注入量（実績）」と
「払出量（実績）」の一致

「注入量（実績）」と
「払出量（計画）」の一致

「注入量（計画）」と
「注入量（実績）」の一致

同時同量の
アローワンス

±10%以内 アローワンスの抜本的な見直し（±5%以内）

通信設備 託送供給依頼者の
特定負担

不要 小売事業者は、通信設備の設置が不要となる一方、導管事業
者は、安定供給確保の観点から、必要に応じて設置（一般負担）

需給調整 一般ガス事業者が実施 導管事業者が調整力を確保し、調整指令を実施

出所：経済産業省資料をもとに日本総研作成


